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高規格幹線道路等の幹線道路の現状

資料４
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１．わが国の道路網は、以下の３つの道路から構成されている。

１）国土構造の骨格として、国土全体の経済社会活動を支える広域的な幹線道路網［高速自動車国道、一般国道、主要地方道］

２）地域社会の生活基盤として地方生活圏内での広域的活動を可能とする地域的な幹線道路網［一般都道府県道、幹線市町村道］

３）居住環境を形成する地域内の一般道路［区画道路等の一般市町村道］

２．高規格幹線道路等の広域的な幹線道路は、延長比率が小さいものの、多くの交通量（特に大型貨物車）を分担している。

約 7,389km 高速自動車国道 （約0.6%）

約 22,000km 直轄国道 （約1.9%）

約 32,000km 補助国道 （約2.7%）

約 128,700km 都道府県道 （約10.9%）

約 992,700km 市町村道 （約83.9%）

合 計 約 1,183,000km （100.0%）

2７%

61%

11%

国際標準コンテナを輸送する
「物流基幹ネットワーク」

29,000kmの構成

交通量の分担
（走行台キロベース）

大型貨物車
交通量の分担
（走行台キロベース）

道路網全体における構成延長比率

9%

19%

72%

24%

30%

46%

H17年度全国道路・街路交通情勢調査による

１．道路網の構成と幹線道路網の機能・役割

高規格等
0.7％

高規格等
10％ 高規格等

26％ 高規格等
30％

※ 都道府県道には主要地方道を含む

平成１８年度末
（2006年）

（平成17年４月１日現在。但し高速自動車国道は平成１８年４月１日現在）
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２．高規格幹線道路ネットワーク整備の変遷

（平成19年度末）（平成10年度末）（平成2年度末） 9,332km7,377km5,074km

１．高規格幹線道路等の整備は、経済・社会の交流と連携を支援するとともに、都市部での慢性的な渋滞の解消、道路
交通の安全性の向上、及び道路交通による環境負荷の軽減を目指して進められてきた。

２．整備にあたっては、一律の構造規格（ex.車線数）ではなく、横断、縦断する主要な路線は４車線以上で、地方部では

暫定２車線での整備を採用しつつ、効率的にネットワークを形成。

１）高規格幹線道路網の変遷（車線数別）

（2007年）（1998年）（1990年）

高規格幹線道路網の車線数
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１．高規格幹線道路等の２４時間の実績交通量は、首都圏、中部圏、近畿圏および東名自動車道において交通量が多い傾

向にある。

２．現在の車線数と比較すると、交通量との概ねの相関が認められるように、交通需要に応じた車線数で効率的にネット

ワークを形成。

図２：高規格幹線道路網の車線数（平成１９年度末）

２）高規格幹線道路網の車線数と実績交通量

図１：高規格幹線道路網の実績交通量（２４時間）
（平成１７年度全国道路・街路交通情勢調査） （2007年）
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１．規格の高い幹線道路を利用する割合※は、道路網の整備や料金割引による利用促進などで増加しており、全国平均で

約１５％まで向上しているが、欧米と比較すると未だ低い水準。

２．県別で見ると、大都市部において高く、地方部では地域差が大きい。

※ 規格の高い道路を使う割合：全道路の走行台キロに占める自動車専用道路等の走行台キロの割合

全国平均：14.8%12%

13%

14%

15%

（２００７年度）

図３：都道府県別の規格の高い道路を使う割合※

図１：規格の高い道路を使う割合※の推移

31% 31%

19%
22%

14.8%

0%
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40%

アメリカ
(2005年)

ドイツ
(2004年)

イギリス
(2005年)

フランス
(2005年)

日本
(2007年度)

図２：規格の高い道路を使う割合※の諸外国比較

2007年度2006年度2005年度2004年度2003年度2002年度

３）高規格幹線道路等の規格の高い幹線道路を使う割合
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１）高規格幹線道路の機能

３．高規格幹線道路の目標整備水準と現状

① 地方の中心都市を効率的に連絡

地域の発展の拠点となる地方の中心都市を効率的に連絡し、地域相互の交流の円滑化に資するもの

② 大都市圏の近郊地域を環状に連絡

大都市圏において、近郊地域を環状に連絡し、都市交通の円滑化と広域的な都市圏の形成に資するもの

③ 重要な空港・港湾と高規格幹線道路の連絡

重要な空港・港湾と高規格幹線道路を連絡し、自動車交通網と空路・海路の有機的結合に資するもの

④ 高速交通サービスのナショナルミニマムの確保

全国の都市、農村地区からおおむね１時間以内で到着し得るネットワークを形成するために必要なもので、全国に

わたる高速交通サービスの均てんに資するもの

⑤ 災害発生等に対する高速交通システムの信頼性の向上

既定の国土開発幹線自動車道等の重要区間における代替ルートを形成するために必要なもので、災害の発生等

に対し、高速交通システムの信頼性向上に資するもの

⑥ 既存の高規格幹線道路の混雑の著しい区間の解消

既定の国土開発幹線自動車道等の混雑の著しい区間を解消するために必要なもので、高速交通サービスの改善

に資するもの

高規格幹線道路は、以下の６つの機能を有する路線で構成されている。

※ 昭和６２年道路審議会答申 「高規格幹線道路の路線要件」
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①地方中心都市の連絡の状況

１．中心都市を県庁所在地とした場合、隣接する中心都市間が高規格幹線道路で連絡されている都市のペア（全９１ペア）
は、昭和６２年度末時点で約２６％だったのが、平成１９年度末時点で約６８％。

隣接する県庁所在地間が高規
格幹線道路で連絡されていな
い都市のペアの例

青森 秋田

栃木 群馬

×

島根 広島

大分 宮崎

×

富山 岐阜

京都 奈良

×

×

×

×

など全２９ペア

隣接する県庁所在地間が高規格幹線道路で連絡されている都市ペアの割合

※北海道は、札幌、旭川、函館、釧路、帯広を設定
※沖縄は除く

26%

52%
68%
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50%

60%

70%

80%

90%

100%

昭和６２年度末 平成９年度末 平成１９年度末
（2007年）（1997年）（1987年）
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名古屋環状２号線

東海環状自動車道

１．我が国における大都市圏環状道路の整備は未だ５３％であり、諸外国と比較しても大きく遅れており、十分な渋滞解消
効果などが発揮されていない。

○三大都市圏環状道路整備率 ５３％ （平成１９年度末現在）

○諸外国の首都圏における環状道路の整備状況

パ リ ロンドン 北 京

人 口：８６１万人

人口密度：４,４８２人／ｋ㎡

８４％整備率

２６２km供用延長

３１３km計画延長

人 口：８６１万人

人口密度：４,４８２人／ｋ㎡

８４％整備率

２６２km供用延長

３１３km計画延長

人 口：９０６万人

人口密度：２,２０８人／ｋ㎡

１００％整備率

１８８km供用延長

１８８km計画延長

人 口：９０６万人

人口密度：２,２０８人／ｋ㎡

１００％整備率

１８８km供用延長

１８８km計画延長

中部圏 近畿圏

人 口：2,857万人
人口密度：4,459人／km2

43%整備率

223km供用延長

521km計画延長

人 口：723万人
人口密度：1,745人／km2

60%整備率

159km供用延長

267km計画延長

人 口：1,390万人
人口密度：3,224人／km2

61%整備率

259km供用延長

425km計画延長

首都圏

延長、道路網）2007年12月時点

出典）イル・ド・フランス地方圏議会道
路局へのヒアリング

延長、道路網）2007年12月時点
出典）THE M25 ORBITAL 

MOTORWAY(1986) 

延長、道路網）2007年12月時点

出典）北京市路政局へヒアリング、北京
市路政局資料（2004）、「北京市五

環路工程建設状況介紹」（北京市
首都公路友展有限責任公司）、京
華時報

人 口：１,５３８万人

人口密度：９１５人／ｋ㎡

９２％整備率

３９８km供用延長

４３３km計画延長

人 口：１,５３８万人

人口密度：９１５人／ｋ㎡

９２％整備率

３９８km供用延長

４３３km計画延長

②大都市圏の環状道路の状況

0 10 20 30km0 10 20 30km

大阪都市再生
環状道路

大阪湾環状道路

関西大環状道路

関西中央環状道路
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アメリカ
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欧州
（2004年）

日本
（2007年度末）

96%

82%

69%
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③高規格幹線道路網へのアクセスの状況

１．拠点的な空港・港湾※１から高規格幹線道路等へのアクセス率※２は、欧米が約９割あることに比べわが国は６９％と
低い水準。

２．新規に立地する工場の約８割強が高速道路ＩＣから１０ｋｍ圏内に立地。

※１対象空港: 日本／第１種空港及び国際定期便が就航している第２種空港
欧米／国際定期便が就航している空港。

対象港湾: 日本／特定重要港湾及び国際コンテナ航路、国際フェリー航路又は内貿ユニット航路の設定がなされている重要港湾のうち
沿う貨物取扱量が1,000万t以上/年又は国際貨物取扱量が500万t以上/年の港湾。（貨物取扱量は、1996－2005の平均）
欧州／総貨物取扱量が年間1,000万ｔ以上の港湾。
米国／総貨物取扱量が年間1,000万ｔ以上又は国際貨物取扱量が年間500万ｔ以上の港湾。

※２ １０分以内に高速道路等のICへ到達可能な拠点的な空港・港湾の割合

【我が国における拠点的な空港・港湾への道路アクセス率の推移】 【高速道路ICからの距離別立地件数】

・資料／「工場立地動向調査」平成18年
経済産業省 経済産業政策局

・対象：平成18年1月から平成18年12月に新規に立地した工場

0～5km以内
57.5%（629件）5～10km以内

24.0%（263件）

10km以上
18.5%（202件）
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⑤混雑の著しい区間の状況

１．東名高速道路など、我が国の大動脈となる高規格幹線道路においては、設計基準交通量を大幅に超える交通量と
なっている。

○開通後３ヶ月の平均交通量は約２９，０００台／日。
○同期間の名神高速道路の交通量を前年度と比較すると、
関ヶ原～米原ＪＣＴ、八日市～竜王ＩＣ間でそれぞれ
約１万４千台／日減少し、新名神高速道路へ転換。

○一般国道１号及び２５号の交通量についても、それぞれ
５千台/日、６千台/日減少し、新名神高速道路へ転換。

新名神高速道路（亀山ＪＣＴ～草津田上ＩＣ間：H20.2

供用）の開通３ヶ月間の状況

※出典：ＮＥＸＣＯ中日本、ＮＥＸＣＯ西日本
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草津田上IC出入
11,100台/日

信楽IC出入
6,900台/日

甲賀士山IC出入
6,900台/日

東名高速道路の区間別交通量
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１）道路の防災・減災対策の現状と課題

４．幹線道路網の管理の現状

１．土砂崩れや雪崩のおそれのある斜面等に対する防災・防雪対策、緊急輸送道路にある橋梁の耐震対策は、高速道路
や直轄国道において進捗。

２．豪雨・豪雪や地震発生時において、交通遮断による孤立地域の発生を防ぎ、円滑かつ迅速な応急活動を確保するた
めには、ネットワークの確保の視点が重要。

防災・防雪対策の実施状況

※ 高速道路：東、中、西、本四、首都及び阪神の各高速道路会社の合計

注） 市町村道が含まれていないため、合計は一致しない。

約104,000箇所 約38,000箇所 4割弱

うち高速道路
（※）

約2,200箇所 約1,800箇所 約8割

うち直轄国道 約10,400箇所 約7,500箇所 約7割

うち都道府県
管理道路

約71,000箇所 約23,000箇所 約3割

進捗率要対策箇所 うち対策済み箇
所

全道路

「個別箇所の安定度」と「ネット
ワーク確保」の双方に着目し、
対策を実施

Ｂ町

Ａ市

Ｃ市

現状の対策は、「個別箇所の安
定度」に着目した対策が中心

（防災対策を進めても、災害時にネット

ワークが確保できない場合がある）

Ａ市

Ｃ市
Ｂ町

現状 今後
対策箇所 対策箇所

ネットワーク
の確保

＜参考＞

優先的に防災対策を実施するネットワークの選定
（平成19年３月現在）
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１．幹線道路では、大規模構造物の割合も高く、レベルの揃った質の高い広域交通サービス確保するため、高い頻度で巡回や
点検を実施

２．一方で、道路ストックの高齢化による損傷が深刻化しており、引き続き、定期的な巡回・点検による早期発見、早期補修など
効率的な道路管理が課題

■１００ｍ以上の橋梁比較

（高速自動車国道、一般国道（指定区間）、一般国道（指定区間外）

■３０００ｍ以上のトンネル比較

（高速自動車国道、一般国道（指定区間）、一般国道（指定区間外）

０ １００

全箇所

２９，９７４

100m以上

８３３９

５０

３６．０（１０，７９４） ４２．６（１２，７７８）

３８．３（３，１９１） ２６．６（２，２２０）

２１．４（６，４０２）

３５．０（２，９２８）

２５ ７５

延長１５ｍ以上の道路橋梁対象

０ １００

全箇所

４，０８１

３０00m以上

５４

５０

５４．２（２，２１３）

１６．７（９）５５．５（３０）

１８．１（７３９） ２７．７（１，１２９）

２７．８（１５）

２５ ７５

高速国道 一般国道（指定区間） 一般国道（指定区間外）

○道路巡回や構造物点検の水準（例）

道路巡回の頻度 橋梁 道路トンネル

高速道路 毎日３～１４回 １回/５年 １回/年

直轄国道 毎日１回 １回/５年 １回/２～５年

補助国道 ２～１回/週 １回/１０～１５年 適宜

【幹線道路の大規模構造物の割合】

日本国内でも国が管理する橋梁で破断などの損傷が発生

平成19年6月 破断建設後４４年

【大事故につながりかねない橋梁損傷】

国道２３号木曽川大橋（三重県）
トラス橋斜材の破断

【高速道路や直轄国道では高い頻度で巡回・点検を実施】

２）大規模構造物と巡回・点検の水準




